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- 1 -１．委員会からの付託事項
（１）第22回委員会の今後の進め方等の提案の議事概要（抜粋）

・第22回委員会では、「今後の進め方等の提案」について下記について委員会として合意を得た。

■委員会で合意を得た事項

○計画策定時に確認・共有した「宮崎海岸保全の基本方針」は変更・修正せず、今後の検討を進め
ていく。

○現行モデル(計画策定時)は、現地実態を再現できていない部分もあるため、現行モデルを改
良・見直しして検討を進めていく。

○計画策定時に、南へ流出する土砂を減らす対策を検討した、対策工法は突堤が適切である、と
いう結論になった。この議論を踏まえ、突堤工法を想定して対策工法の検討を進めていく。

○「気候変動への対応」は本委員会で主体的に検討するのではなく、宮崎県の検討結果を踏まえ、
適宜、宮崎海岸への対策検討に反映する。このため技術分科会への付託事項にも「気候変動へ
の対応」は含まない。

○付託事項①について、実測の地形変化を等深線変化モデルで精度よく再現することは多大な時
間を要する。モデルの改良は、付託事項②「南への流出土砂を減らす対策の検討」が可能なレベ
ル（現況汀線の再現）を想定する。

○計画策定以降、環境のモニタリングデータも蓄積され、突堤設置による地形変化やそれに伴う生
息環境の変化等も知見が増えている。この観点でも検討を進めていく。

■その他の意見等

○気候変動に関連し、波浪は実測データの整理であり、予測の要素は含まれないが、近年の実測
データには気候変動の影響も入っているため、気候変動の影響が多少考慮されると考えられる。



- 2 -１．委員会からの付託事項
（２）付託事項（案）

第2２回委員会(令和６年2月１日開催)資料に委員会時の指摘を踏まえて加筆・修正

・事業内容の修正・改善の可能性がある内容を議論するために必要となる技術的な事項について、
第22回委員会で下記事項が技術分科会に付託された。



第６回技術分科会(平成２３年７月開催)資料６－４

- 3 -２．対策検討の方向性
(1)委員会で示された対策内容



第５回技術分科会(平成２２年９月開催)資料５－１より作成

防 護 環 境 利 用

突

堤

離

岸

堤

人
工
リ
ー
フ
・潜
堤

- 4 -２．対策検討の方向性
(1)委員会で示された対策内容



- 5 -２．対策検討の方向性
(1)委員会で示された対策内容

第2２回委員会(令和６年2月１日開催)資料

・第２２回委員会では、計画策定時（～H23年度）の検討結果も踏まえ、対策内容として、小突堤追
加案等が示され、検討の方向性は了承されている。
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宮崎海岸保全の基本方針 対策（案）の検討時

目的
海岸の環境や利用と調和を図りつつ、海岸侵食に脅かされる海岸背後地の人々の安全・安心を確保
するとともに、国土を保全する。

・踏襲する

目標

「背後地(人家、有料道路等)への越波被害を防止すること」を防護目標とし、そのために必要な「浜幅
50mの確保」を達成することを目指す。

現況汀線位置が浜幅50m以上である区域については、流砂系も含めた対策により、その保全・維持
を目指す。

考え方

北からの流入土砂を増やすこと(機能1)、南への流出土砂を減らすこと(機能2)により、これまでに
失われた宮崎海岸の土砂量を回復・維持し、砂浜を回復・維持する。

急激な侵食の危険性がある区域において、浜崖頂部高の低下を防ぐ(機能3)

配慮事項

新たに設置するコンクリート構造物は出来るだけ減らす。

それぞれの区域の特徴に応じたものとする。

豊かな自然環境を最大限残す。

美しい景観、漁業・サーフィン・散歩等の利用に配慮する。

(直轄)工事完了後も維持管理に過剰な負担がかからないようにする。

山、川、海における土砂の流れに出来るだけ連続性をもたせ、将来は自然の力による砂浜の回復・維
持を目指して、様々な取り組みを行っていく。ただし、その取り組みは時間がかかることから、当面は
他事業とも連携した養浜を積極的に実施していく。

事業の
進め方

今後もこれまでと同様、「宮崎海岸トライアングル」および「宮崎海岸ステップアップサイクル」の考え方
に基づいて進めていく。

○現計画策定時の「宮崎海岸保全の基本方針」については、機能②南への流出土砂を減らす対策内容
の議論においても踏襲することを基本する。

２．対策検討の方向性
(2)検討における宮崎海岸保全の基本方針確認



直轄区域 直轄区域

住吉IC
一ツ葉PA ｼｰｶﾞｲｱIC 一ツ葉有料道路

護岸区域
護岸区域 護岸区域

自然浜区域
大炊田海岸
（埋設護岸）

自然浜区域
石崎浜
河川区域

自然浜区域
住吉海岸

（埋設護岸）
護岸区域

小突堤検討範囲 小突堤検討範囲 小突堤検討範囲

小突堤検討範囲

歓鯨館

一ツ瀬川 石崎川

石崎川

歓鯨館

一ツ葉PA
一ツ葉有料道路

ｼｰｶﾞｲｱIC

小突堤検討範囲 小突堤検討範囲

延長約2.2km延長約1.3km延長約0.1km
石崎浜南区域（歓鯨館前）石崎川左岸河口部区域 一ツ葉有料道路前（既設突堤周辺）

補助突堤②
５０ｍ

補助突堤①
５０ｍ

突堤
75ｍ

石崎浜 住吉海岸大炊田海岸

護岸区域 護岸区域護岸区域

宮崎港
補助突堤②

５０ｍ
補助突堤①

５０ｍ
突堤
75ｍ

離岸堤

① 養浜量や維持養浜量は現計画から変更なし
② 施設規模は、海岸利用や環境への影響が少ない延長５０ｍの小突堤とする
③ 配置箇所は、目標浜幅不足区間に効果的、かつ、自然浜区域を避けた護岸区域とする
④ シミュレーションにより目標浜幅達成の可否を確認する
⑤ 目標未達成の場合、②から繰り返す

検討の考え方

小突堤検討例 ※本内容は決定したものではなく、事務局が想定した検討内容である。

２．対策検討の方向性
（3）想定される小突堤案の試行検討
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現計画策定時
第５回技術分科会(平成２２年９月開催)資料５－１より

今回更新（案）
小突堤追加案の場合

防

護

- 8 -２．対策検討の方向性
(４)突堤特徴の更新 １）防護面

・宮崎海岸ステップアップサイクルによる確認した事項（モニタリング実施事項・事業実施により判
明した事項）及び、最新の生息環境知見を踏まえたうえで、突堤の特徴を確認する。

保安林

突堤が沿岸方向の砂の動きを弱める

漂砂の上手側で堆砂

漂砂の下手側で侵食

緊急的な取組み
①沿岸方向の流入土砂を増やす ー

②沿岸方向の流出土砂を減らす ○

補完的な取組み ③浜崖位置後退を防ぐ ○

保安林

突堤が汀線付近の砂
の動きを弱める

緊急的な取組み
①沿岸方向の流入土砂を増やす ー

②沿岸方向の流出土砂を減らす ○

補完的な取組み ③浜崖位置後退を防ぐ ○

漂砂の下手側で侵食

漂砂の上手側で堆砂

【凡例】

緑字→漂砂、波浪 青字→効果 赤字→影響

黒字→効果、影響双方あり

更新箇所

（川砂・川砂利養浜で堆積促進）

※イメージ図は、現計画策定時に自然浜をペースに特徴整理しており、今回も同様に示している。



現計画策定時
第５回技術分科会(平成２２年９月開催)資料５－１より

今回更新（案）
小突堤追加案の場合

環

境

- 9 -２．対策検討の方向性
(４)突堤特徴の更新 2）環境面

・宮崎海岸ステップアップサイクルによる確認した事項（モニタリング実施事項・事業実施により判
明した事項）及び、最新の生息環境知見を踏まえたうえで、突堤の特徴を確認する。
・確認事項が生じているため、今後の市民談義所及び侵食対策委員会において、特徴の更新を確定
していきます。

保安林

付着生物の発生

（ｶｷ・海藻類）

アカウミガメ：

産卵場の増

直接改変による生息域減少

アカウミガメ：

上陸可能範囲の増

魚礁効果で生物の多様性は向上

（岩礁性魚介類：増）

波や流れ、地形・底質等に応じた生物種に
変化する可能性

※施設周辺の底質の細粒化

※底生生物の変化（主に施設周辺）
砂浜生物（植生・昆虫等）の

生息環境の再生・創出の増

アカウミガメ：

施設設置箇所は上陸可能範囲の減

陸と海との連続性（自然の遷移）確保

保安林

アカウミガメ：

産卵場の増

アカウミガメ：

上陸可能範囲の増

波や流れ、地形・底質等に応じた生物種に
変化は可能性はあるか？

（汀線が直線化するため）

陸と海との連続性（自然の遷移）確保

砂浜生物（植生・昆虫等）の

生息環境の再生・創出の増

付着生物の発生

（ｶｷ・海藻類）

魚礁効果で生物の多様性は向上

（岩礁性魚介類：増）

【凡例】

青字→効果 赤字→影響

黒字→効果、影響双方あり グレー字→確認事項（市民談義所・委員会）

更新箇所

アカウミガメ：

施設設置箇所は上陸可能範囲は

限定的な影響では？

（既設護岸区間のため）

生息域は限定的な影響では？

（既設護岸区間のため）

※イメージ図は、現計画策定時に自然浜をペースに特徴整理しており、今回も同様に示している。



現計画策定時
第５回技術分科会(平成２２年９月開催)資料５－１より

今回更新（案）
小突堤追加案の場合

利

用

- 10 -２．対策検討の方向性
(４)突堤特徴の更新 ３）利用面

保安林
サーフィン利用：

波や流れ、地形、底質が変化

（サーフィンに適した場所・適さ
ない場所が発生）

漁業利用：

付着生物の発生（ｶｷ・海藻類）

魚礁効果で水産生物の多様性は向上

（岩礁性魚介類：増）

釣り

散歩等

直接改変による利用範囲減少

（漁業、サーフィン、散歩、釣り等）

漁業利用：

地形・底質等に応じた生物種に
変化する可能性

（漁業に適した場所、適さない
場所が発生）

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動

保安林

釣り

散歩等

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動
漁業利用：

地形・底質等に応じた生物種に変化す
る可能性はあるか？

（汀線が直線化するため）

現在の漁業操業に影響は生じない

サーフィン利用：

波や流れ、地形、底質が変化が
発生するか？

（サーフィンに適した場所・適さ
ない場所が発生するか？）

漁業利用：

付着生物の発生（ｶｷ・海藻類）

魚礁効果はあるが、漁獲対象となりづらい
ため、水産資源の向上とはいいがたい

【凡例】

緑字→漂砂、波浪 青字→効果 赤字→影響

黒字→効果、影響双方あり グレー字→確認事項（市民談義所・委員会）

更新箇所

利用範囲は限定的な影響では？

（既設護岸区間のため）

・宮崎海岸ステップアップサイクルによる確認した事項（モニタリング実施事項・事業実施により判
明した事項）及び、最新の生息環境知見を踏まえたうえで、突堤の特徴を確認する。
・確認事項が生じているため、今後の市民談義所及び侵食対策委員会において、特徴の更新を確定
していきます。

※イメージ図は、現計画策定時に自然浜をペースに特徴整理しており、今回も同様に示している。
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今年度（R6.3迄） 次年度（R6.4以降）

●
2/1

委員会

付託事項①：等深線変化モデルの検討

○土砂動態の検討

→測量に基づく土砂変化の実態

→土砂収支の推定
陸側へ押上げ、地盤沈降、沖合流れ、河川供給、沖合流出

○モデル構築検討

→モデルの基本条件、外力条件の検討
波浪・潮位、沿岸漂砂量の岸沖分布、限界勾配、平衡勾配

→見直しモデルによる対策の検討

付託事項②：南への流出土砂を減らす対策検討

○詳細な対策内容の決定

→対策工の構造・規模・詳細な配置位置等の決定

●
2/13

技術分科会

●
2/17

市民談義所

●
3月予定

技術分科会

●
3月予定
委員会

●
時期未定
技術分科会

●
時期未定
委員会

●
時期未定
市民談義所

※各会議の時期・順番は
変更する可能性があります

３．技術分科会での検討の流れ

付託事項②：南への流出土砂を減らす対策検討

○対策検討の方向性の確認

○基本的な対策内容の決定

→対策工の考え方・工法・配置案等の決定

付託事項①：等深線変化モデルの検討

○土砂収支の精度向上検討

→地形変化解析
岸沖区分毎の土砂収支、海中養浜歩留等

→波浪特性解析
波高ランクごとのエネルギー等

→見直し土砂収支図の作成

○モデルの精度向上検討

→土砂収支の反映および再現性の向上に関する検討
沿岸漂砂量係数、卓越海浜流、各種設定条件の感度分析等

→対策の予測計算

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

・まず、付託事項①：モデル検討を行い、その結果を用いて付託事項②：対策検討を行う。
・気候変動への対応は、次年度以降にさらなるステップアップとして検討することを想定する。
・付託事項②：対策検討は、委員会、市民談義所等の意見も踏まえて検討する。

本日の
検討事項

本日の検討事項

次回の検討事項

次回の
検討事項



- 12 -４．土砂動態の検討
（１）計画策定時に推定した土砂収支

・計画策定時(～H23年度)では、測量成果や空中写真の汀線位置などを用いて、下記の土砂収支
図を推定している。

・この土砂収支を再現するような等深線変化モデルを用いて検討を行っており、今回も同様に推
定した土砂収支（侵食・堆積の状況，境界条件，沿岸漂砂量）を再現するような等深線変化モデル
を構築する。



- 13 -４．土砂動態の検討
（２）近年の測量による実測に基づく土砂変化の実態

・小丸川河口～宮崎港までの土砂量変化を見ると、下図の区分Ａ、Ｂは侵食、区分Ｃは堆積であり、
全体では約17万m3/年の侵食である。
・一方、河川供給土砂量(小丸川、一ツ瀬川)、養浜を合算すると約18万m3/年の供給となり、土砂
収支を考えると約35万m3/年の土砂の行き先が不明となっている。

y = 64359x - 1E+08
R² = 0.6746

0

50

100

150

200

2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

土
砂

変
化

量
(万

m
3 ) ⑫宮崎港(国港湾データ)

y = -112781x + 2E+08
R² = 0.346

-150

-100

-50

0

50

100

150

2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

土
砂
変
化
量

(万
m

3 )

測量時期

①～④計

区分Ａの土砂変化量 区分Ｂの土砂変化量と養浜量 区分Ｃの土砂変化量

一次回帰式の傾き
－112,781m3

↓

年間11.2万m3の侵食

一次回帰式の傾き
－125,317m3

↓

年間12.5万m3の侵食

一次回帰式の傾き
＋64,359m3

↓

年間6.4万m3の堆積

y = 124366x - 2E+08
R² = 0.9671

y = -125317x + 3E+08
R² = 0.6965-250

-200
-150
-100
-50

0
50

100
150
200
250

2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

土
砂

変
化

量
(万

m
3 )

⑤～⑪計

：累積養浜量

：土砂変化量

一次回帰式の傾き
+124,366m3

↓

年間12.4万m3の供給

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

4.9 0.5

12.4

－11.2（侵食） －12.5（侵食） ＋6.4（堆積）



- 14 -４．土砂動態の検討
（３）土砂収支の点検項目の抽出

・土砂収支の不整合（全体の土砂収支がマイナス）に関連する可能性のある事項について、現行の設
定（計画策定時，～平成23年度）の検討状況を点検した。

・点検の結果、６つの項目のうち、飛砂を除く５つの項目が土砂収支マイナスの要因となっている可
能性があるため、検討を行う。なお、⑤沖合への土砂流出については観測データ等からの定量的
な推定が困難であるため、収支の逆算として算定する。

項目
現行の設定

（計画策定時）の考え方
土砂収支マイナスの
要因となる可能性

現時点での評価

①陸側への
押上げ

考慮しない 測量範囲外の陸側に土砂が流出している場合、
土砂収支はマイナスとなる

可能性は排除できないため、
検討が必要

②地盤沈降 考慮しない
（再現計算には考慮）

地盤沈降が生じていれば見かけの土砂収支は
マイナスとなる

可能性は排除できないため、
検討が必要

③沖合の
流れ

考慮しない 沖合への土砂流出を発生させる沖合の流れが
無視できない場合には土砂収支はマイナスと
なる

可能性は排除できないため、
検討が必要

④河川供給土砂 考慮する 河川供給土砂の見積が過剰であれば、土砂収
支はマイナスとなる

可能性は排除できないため、
検討が必要

⑤沖合への
土砂流出

考慮しない 沖合に土砂が流出している場合、土砂収支はマ
イナスとなる

可能性は排除できないため、
検討が必要

⑥飛砂 考慮しない 陸側に土砂が流出している場合、土砂収支はマ
イナスとなる

飛砂による堆砂が顕著に発
達している状況は見られな
いため、検討は不要



- 15 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
１）陸側への押上げ ①整理に用いたデータ

・一ツ瀬川、石崎川の河口砂州に海岸域の土砂が押し込まれていないかを確認した。

・一ツ瀬川河口左岸は近年堆積が顕著ではないこと、石崎川河口左岸はコンクリート護岸があり、押し込みは生じ
にくいことから、それぞれ解析対象から除外した。

・解析には陸上部分の測量を実施している下記２時期を用いた。

時期１：2008(H20)年12月 海岸航空レーザ測量，宮崎河川国道事務所
時期２：2015（H27）年11月 基盤地図情報5ｍメッシュデータ，国土地理院

一ツ瀬川河口 石崎川河口

2008(H20).12 2015(H27).11 2008(H20).12 2015(H27).11

一ツ瀬川 一ツ瀬川

石崎川 石崎川

※未着色箇所は未計測



- 16 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
１）陸側への押上げ ②整理結果

・7年間の土砂変化量（右図着色
部分，砂浜を含む）は、一ツ瀬
川河口では約３万m3の堆積、
石崎川河口では約4万m3の侵
食となった。

・侵食傾向の箇所もあり、土砂
の移動先ではない可能性が高
いため、土砂収支には考慮しな
いこととする。

2008(H20).12～2015(H27).11

一ツ瀬川河口 石崎川河口

石崎川

一ツ瀬川

※未着色箇所は未計測

・この破線よりも海側は
p.12の土砂変化量に
もカウントされている

・この破線よりも海側は
p.13の土砂変化量に
もカウントされている



- 17 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
２）地盤沈降 ①整理に用いたデータ

・宮崎海岸周辺の電子基準点(国土
地理院)観測データ(日々の座標
値(F5解析))を用いた。

・宮崎海岸周辺には、３か所の電子
基準点(新富、佐土原、宮崎)があ
り、それぞれ観測データ(1日1
データ，地心直交座標(xyz)、緯
度、経度、楕円体高)が公開されて
いる。

・これらの観測データのうち、鉛直
方向の観測データ(楕円体高)を
整理した。

出典：国土地理院基準点成果等閲覧サービスに加筆

佐土原

新富

宮崎

地点 データ公開期間

新富 1997(H9)年3月19日～

佐土原 1996(H8)年3月21日～

宮崎 ２００３(H１５)年８月2９日～



- 18 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
２）地盤沈降 ②地盤沈降の実態

・直轄化当時(2008(H20)年12月)を基
準とした変化量を算定した。

・新富、佐土原、宮崎いずれも楕円体高は低
下傾向である。線形近似では、新富、佐土
原は0.01mm/日程度、宮崎は
0.002mm/日程度の低下傾向であり、現
時点(2023年12月)では直轄化当時より
１3～59mm(年間１～4mm)程度低下し
ている。

期間 年数 期間 年あたり

1983-2003年 20年 92mm 4.6mm/年

1994-2003年 10年 18mm 1.8mm/年

新富 15年 59mm 3.9mm/年 0.0108mm/日

佐土原 15年 51mm 3.4mm/年 0.0094mm/日

宮崎 15年 13mm 0.9mm/年 0.0024mm/日

沈降量
備考

現行の設定
（計画策定時）

【宮崎県】

一ツ瀬川河口～
動物園付近の

沿岸9地点の平均

本検討
【国土地理院】

2008年12月
　-2023年12月

種別 観測地点
時期



- 19 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
２）地盤沈降 ③地盤沈降による土砂変化量の算定

・整理した観測地点は陸上であるが、海域も
含めて同様に沈降していると仮定して土砂
変化量を算定した。沈降量は14年間
(2008年12月～2022年12月)で
50mmと設定した。区分毎の土砂変化量は
下記のとおりである。

区分A：52.5万ｍ3/14年(3.8万m3/年)
区分B：48.3万ｍ3/14年(3.5万m3/年)
区分C：2.3万ｍ3/14年(0.2万m3/年)

小丸川 一ツ瀬川

宮崎港

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

突堤群－3.8（侵食）

単位：万m3/年

－3.5（侵食）
－0.2
（侵食）

〇地盤が変化する要因には、地下水や天然ガス等の汲み上げによる低下や広
域的な地殻変動に伴う低下(上昇)が考えられる。今回の要因が地下水等の
汲み上げによる沈下であれば、海域では生じないため、今回算定した土砂変
化量は過大となる。ただし、「宮崎県環境白書」では、地下水採取による地盤
沈下は近年、深刻ではないとの見解が示されている。

〇一方、地殻変動については、当地域が低下/上昇のどちらの傾向であるか、
広域的に見ても明瞭ではないが宮崎県～鹿児島県の太平洋沿岸では低下
傾向がみられる。

出典：国土地理院地殻変動情報表示サイト：10年間の平均値の比較



- 20 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
２）地盤沈降 ④験潮場の上下変動（参考）

・宮崎海岸近傍の験潮場の上限変動では、長期的に顕著な変動は示され
ていないが、いずれの地点も緩やかではあるが低下傾向がみられる。

出典：加藤＆津村（1979）の解析方法による，各験潮場の上下変動，海岸昇降検知センター



- 21 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
２）地盤沈降 ⑤他海岸の検討事例（参考）

・地盤の低下が侵食要因となった事例としては直轄新潟海岸、静岡県御前崎海岸、千葉県九十九里浜
が挙げられる。このうち、御前崎海岸では地盤沈降の影響を加味した土砂収支が作成されており、
九十九里浜では地盤沈下を考慮した沿岸漂砂量分布が提案されている。

出典：パンフレット金衛町海岸，北陸地方整備局信濃川下流河川事務所

出典：九十九里浜全域における地盤沈下を考慮した沿岸漂砂量
の算定，大木ら，海岸工学論文集，vol.72，2016

出典：天竜川河口～御前崎間の東部遠州灘海岸における土砂動
態，貝沼ら，海岸工学論文集，vol.74，2018



- 22 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
３）沖合の流れ（ネダノ瀬）

・宮崎海岸の沖合約3.5km（水深約20m）に
設置しているネダノ瀬観測所の流速・流向を
みると、岸に向かう流れよりも沖に向かう流
れが卓越している。

春 夏

冬秋

cm/s

全年

ネダノ瀬



- 23 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
３）沖合の流れ（ネダノ瀬）

・高波浪時に沖合への土砂流出が生じている
可能性を把握するために、高波浪時の流況
について整理した。

・全データを対象とした場合、波高と流速の相
関は低いが、有義波高５ｍ（年数回波相当）
以上を対象とした場合、波高と流速にはやや
相関が確認できる。また、この時の流向は沖
向きが多い傾向がみられる。

海岸線の法線105°

沖向き流れ 岸向き流れ
（統計期間：2010/3～2023/2）

（統計期間：2010/3～2023/2）



- 24 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
３）沖合の流れ（ネダノ瀬）

・近年の高波浪時（有義波高10m以上）の流況を見ると、いずれも20cm/s以上の早い流れが発生
しており、流向は沖向きが多い傾向がみられる。

2018(H30)年 台風24号 2020(Ｒ２)年 台風10号 2022(Ｒ4)年 台風14号

有義波高

有義波周期

平均波向

平均流速

平均流向

有義波高

有義波周期

平均波向

平均流速

平均流向

有義波高

有義波周期

平均波向

平均流速

平均流向↑沖向き

↓岸向き

↑沖向き

↓岸向き

↑沖向き

↓岸向き



- 25 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
３）沖合の流れ（参考：広域分布）

海面下10m 海面下５0m 海面下１０0m

●2022年10月５日～６日の広域の流況調査結果
（ネダノ瀬の有義波高：1m程度，周期：5～6s程度）

データ出典：宮崎県水産試験場



- 26 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
４）河川供給土砂

小丸川 一ツ瀬川

計画策定時 4.9万m3/年 0.5万m3/年

最新知見 2.4万m3/年 0.5万m3/年

出典：小丸川水系総合土砂管理計画，p.37，令和元年９月に加筆

※右図の土砂動態マップは、平成10 年～平成22 年（13 年
間）のうち3 ヵ年（H16,H17，H21）を棄却した10 ヵ年
を、10 回繰り返し与えて計算して作成

・令和元年９月に「小丸川水系総
合土砂管理計画」が策定され
ており、小丸川からの現況の供
給土砂量は2.4万ｍ３/年と設
定されている。
・一ツ瀬川は、計画策定時の値
を踏襲する。

海浜形成に寄与する土砂

海浜形成に
寄与する土砂



- 27 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
４）河川供給土砂

・小丸川の総合土砂管理で示されている供給土砂量2.4万ｍ
３/年は、平成10年～22年のデータで算定されている。一方、
今回検討している海岸域の土砂収支は平成22年～令和4
年を対象としている。

・両期間の年最大流量（小丸川：高城観測所）を比較したとこ
ろ発生状況に顕著な際は見られないことから、小丸川の総
合土砂管理で示されている供給土砂量2.4万ｍ３/年を海岸
域の土砂収支に用いることは問題がないと考えられる。

高城
(河口から7.65km)



- 28 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
５）沖合への土砂流出

・土砂収支が合わない土砂量を沖合への土砂流出量と仮定すると、沖合への土砂流出量は約25
万m3/年となる。

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

4.9 0.5

12.4

－11.2（侵食） －12.5（侵食） ＋6.4（堆積）

35.1○検討前

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－11.2（侵食） －12.5（侵食） ＋6.4（堆積）

25.1

－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失） －0.2（沈降損失）

○検討後



- 29 -４．土砂動態の検討 （４）土砂収支の要因の検討
６）検討結果まとめ

・土砂収支マイナスの要因を検討した結果、①陸側への押上げについては土砂変化量が多くない
結果となったが、それ以外の要因については検討結果を土砂収支に反映させる。

項目 検討方法 検討結果概要 土砂収支への反映 備考

①陸側への
押上げ

一ツ瀬川河口およ
び石崎川河口の測
量による比較

一ツ瀬川各周辺は堆積、
石崎川河口周辺は侵食で
ある

土砂の移動先ではない可能
性が高いため、土砂収支に
は考慮しない

2023(R5)年12月
の測量結果を用いて
再確認する（R6年度
予定）

②地盤沈降 電子基準点の変動
傾向

沈降量は3～4mm/年で
あり、土砂変化量に換算
すると数万m3/年の侵食
量となる

沈降量から算出される変化
量を反映する

区分A：3.8万m3/年
区分B：3.5万m3/年
区分C：0.2万m3/年

③沖合の
流れ

ネダノ瀬の流向・流
況観測の整理

岸に向かう流れよりも沖
に向かう流れが卓越する

沖合への土砂流出を引き起
こしている可能性がある

④河川供給土砂 総合土砂管理の検
討結果を活用

検討結果が見直されてい
る

見直された結果を反映する

小丸川：2.4万m3/年

⑤沖合への
土砂流出

（各要因の収支によ
り逆算）

①～④の検討結果を考慮
すると土砂流出量は約
25万ｍ3/年となる

反映させる

流出土砂量：25.1万m3/年



- 30 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
１）土砂変化からの土砂収支

・沖合への土砂流出約２５万m3/年を区分Ａ～Ｃの面積で案分して土砂収支を推定すると、一ツ瀬
川河口で漂砂の向きが逆転する。

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－11.2（侵食） －12.5（侵食） ＋6.4（堆積）

－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失） －0.2（沈降損失）

土砂変化
11.712.7 0.7

※沖合への土砂流出は区分面積で案分

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－11.2（侵食） －12.5（侵食）

＋6.4（堆積）－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失）

－0.2（沈降損失）

推定土砂収支Ａ
11.712.7 0.7

※沖合への土砂流出は区分面積で案分

2.9 7.3

漂砂の向きが逆転



- 31 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
２）土砂変化の精査

・区分Ａの土砂変化量は回帰式の相関が低く変動も
大きい。この区分の土砂変化量を3.8万m3/年（沈
降損失のみ）と仮定すると、沖合への流出土砂量は
17.7万m3/年と減少する。

・ただし、この条件で土砂収支を推定しても、一ツ瀬
川河口で漂砂の向きの逆転は解消されない。

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－3.8（侵食） －12.5（侵食）

＋6.4（堆積）－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失）

－0.2（沈降損失）

推定土砂収支Ｂ
8.39.0 0.4

※沖合への土砂流出は区分面積で案分

6.6 7.0

y = -112781x + 2E+08
R² = 0.346

-150

-100

-50

0

50

100

150

2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

土
砂
変
化
量

(万
m

3 )

測量時期

①～④計

区分Ａの土砂変化量

3.8万m3/年
侵食

漂砂の向きが逆転

沖合流出量が減少



- 32 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
３）沖合への土砂流出の沿岸方向の場所の調整

・区分Ｂ，Ｃでの沖合への土砂流出が多いと仮定した場合の土砂収支を推定する下記のようになる。

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－3.8（侵食） －12.5（侵食）

＋6.4（堆積）－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失）

－0.2（沈降損失）

推定土砂収支Ｃ
15.0 2.7

※沖合への土砂流出は適宜調整

9.32.4



- 33 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
４）測量誤差を想定した土砂収支

・海域の測量には誤差が含まれており、沖合の標準
偏差を測量誤差と想定すると±0.1m程度の誤差
が含まれている可能性がある。

・プラス、マイナスそれぞれの測量誤差を0.05m
とした場合について、推定土砂収支Ｃについて試
行検討を行った。

y = 64359x - 1E+08
R² = 0.6746
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R² = 0.9671

y = -125317x + 3E+08
R² = 0.6965-250

-200
-150
-100
-50

0
50

100
150
200
250

2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

土
砂

変
化
量

(万
m

3 )

⑤～⑪計

：累積養浜量

：土砂変化量
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3.8万m3/年
侵食

区分Ａ
年平均変化量
（万m3/年）

＋0.05m ±0.0

(誤差なし) －3.8

－0.05m －7.6

区分Ｂ
年平均変化量
（万m3/年）

＋0.05m －9.0

(誤差なし) －12.5

－0.05m －16.5

区分Ｃ
年平均変化量
（万m3/年）

＋0.05m ＋6.6

(誤差なし) ＋6.4

－0.05m ＋6.2

0.09m
0.07m



- 34 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
４）測量誤差を想定した土砂収支

・測量誤差がプラス0.05mの場合、沖合流出は約10万m3/年となる。また一ツ瀬川河口での沿岸漂砂が北←
南となる。

・測量誤差がマイナス0.05mの場合、沖合流出は約25万m3/年となる。また、区分Ａの沖合流出を見込んでも
一ツ瀬川河口の沿岸漂砂は北→南である。

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

－7.6（侵食） －16.0（侵食）

＋6.2（堆積）－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失）

－0.2（沈降損失）

推定土砂収支Ｃ－
5.2

11.63.2

小丸川 一ツ瀬川

区分Ａ：小丸川河口～一ツ瀬川河口 区分Ｂ：一ツ瀬川河口～宮崎港港湾区域境界 区分Ｃ：宮崎港周辺

単位：万m3/年

突堤群

2.4 0.5

12.4

±0（安定） －9.0（侵食）

＋6.6（堆積）－3.8（沈降損失） －3.5（沈降損失）

－0.2（沈降損失）

推定土砂収支Ｃ＋
10.0 0.2

※沖合への土砂流出は適宜調整

9.31.4

漂砂の向きが逆転

沖合流出量が減少

区分Ａの沖合流出を見込める

17.0
※沖合への土砂流出は適宜調整

3.0



- 35 -４．土砂動態の検討 （５）土砂収支の推定
参考：各推定土砂収支の計算表

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑

35.1

→ →

0.0 16.1 41.5 0.0

土砂変化量 -11.2 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差

地盤沈降量

河川供給土砂 4.9 0.5

養浜 12.4

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑ ↑ ↑

12.7 11.7 0.7

← →

0.0 -2.9 7.3 0.0

土砂変化量 -11.2 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差

地盤沈降量 -3.8 -3.5 -0.2

河川供給土砂 2.4 0.5

養浜 12.4

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑ ↑ ↑

9.0 8.3 0.4

← →

0.0 -6.6 7.0 0.0

土砂変化量 -3.8 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差

地盤沈降量 -3.8 -3.5 -0.2

河川供給土砂 2.4 0.5

養浜 12.4

漂砂量

沖合流出

検討前

沖合流出

漂砂量

推定土砂収支Ａ

沖合流出

漂砂量

推定土砂収支Ｂ

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑ ↑

15.0 2.7

→ →

0.0 2.4 9.3 0.0

土砂変化量 -3.8 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差

地盤沈降量 -3.8 -3.5 -0.2

河川供給土砂 2.4 0.5

養浜 12.4

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑ ↑

10.0 0.2

← →

0.0 -1.4 7.0 0.0

土砂変化量 -3.8 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差 3.8 3.5 0.2

地盤沈降量 -3.8 -3.5 -0.2

河川供給土砂 2.4 0.5

養浜 12.4

区分Ａ 区分Ｂ 区分Ｃ

↑ ↑ ↑

3.0 17.0 5.2

→ →

0.0 3.2 11.6 0.0

土砂変化量 -3.8 -12.5 6.4

　土砂変化量の誤差 -3.8 -3.5 -0.2

地盤沈降量 -3.8 -3.5 -0.2

河川供給土砂 2.4 0.5

養浜 12.4

漂砂量

推定土砂収支Ｃ－

沖合流出

漂砂量

推定土砂収支Ｃ

沖合流出

漂砂量

推定土砂収支Ｃ+

沖合流出



- 36 -

５．モデル見直し検討 （１）検討項目

・検討項目は下記のとおり。

検討項目

１．現行モデルの実測との比較による改善事項の把握

２．データ蓄積等による地形変化予測モデルの更新方針検討

３．新たな地形変化予測モデルの構築
（１）現行モデルの基本条件の確認
（２）波浪条件
（３）潮位条件
（４）沿岸漂砂量係数の岸沖分布
（５）地形変化の限界勾配
（６）代表粒径ごとの平衡勾配
（７）検討結果まとめ



- 37 -５．モデル見直し検討
（２）現行モデルの実測との比較による改善事項の把握 １）汀線形状

・汀線形状を見ると、全体的な傾向は一致しており、特に大炊田や突堤間の一部ではよく一致して
いる。一方、動物園東等では実測よりも前進している傾向がみられる。

突堤
（75m）補助突堤①

（50m）
補助突堤②
（50m）

100m

1,000m

予測が類似 予測が類似

予測では実測よりも汀線が前進している

－：2020年12月時点の測量実測汀線

－：2020年12月時点のシミュレーション予測汀線



- 38 -５．モデル見直し検討
（２）現行モデルの実測との比較による改善事項の把握 ２）断面形状

突堤75m

陸上付近では、実測と予測が類似

－：2020年12月時点の測量実測断面

－：2020年12月時点のシミュレーション予測断面

：実測と予測が類似する箇所

バー

トラフ

バー

トラフ

バー

トラフ

沖側はバー・トラフの
形状を除き実測と
予測が概ね類似

陸上付近では、実測と予測が乖離

沖側はバー・トラフの
形状を除き実測と
予測が概ね類似

沖側はバー・トラフの
形状を除き実測と
予測が概ね類似

・断面形状を見ると、沖側では概ね再現できているが、陸上付近では実測よりも堆積している箇所
もみられる。

陸上付近では、実測と予測が乖離



- 39 -５．モデル見直し検討
（２）現行モデルの実測との比較による改善事項の把握 ３）改善事項

・予測と実測の比較結果を踏まえると、全体的な地形形状はおおむね再現できて
おり、抜本的な改善は必要ないと考えられる。ただし、細部を確認すると乖離も
見られるため改善が必要と考えられる。

改善事項１：陸上部の過剰堆砂の解消のため、各等深線の地形勾配の条件設定
(地形変化の限界勾配および粒径毎の安定勾配)について、実測デー
タを活用して見直す

改善事項２：突堤、補助突堤②の漂砂捕捉効果が過剰である可能性が高いため、
突堤の効果に影響する沿岸漂砂の岸沖分布について実測データを活
用して見直す

・なお、改善にあたっては、計画策定時以降に蓄積された測量、波浪等の調査デー
タを活用する。



- 40 -５．モデル見直し検討
（３）データ蓄積等による地形変化予測モデルの更新方針検討

・現行モデル（計画策定時）の改善事項を踏まえ、下表のとおりモデルを改良する。

種別 ○：効果検証結果等を踏まえて見直す
△：効果検証結果等を用いて現在の設定値の妥当性を確認する
×：現在の設定値を踏襲する

項 目 現行モデル（計画策定時）の設定値等
モデル改良方針（案）

種別 内容

計算範囲 沿岸方向29,400m(北：川南漁港～南：宮崎港) △ 境界としての妥当性を空撮・測量等により確認する

対象等深線 T.P.-12.0m～T.P.+4.0mの1.0m毎の等深線 △ 移動限界水深を測量等により確認する

メッシュサイズ 25m × 対策施設規模等を勘案し、dx=25mに不具合はないと判断

計算期間
検証計算 １９８３年12月～200４年12月
将来予測計算 2008年12月～2078年12月

○ 検証期間は対策実施後も含める

初期地形条件
1983年を初期地形とした再現計算結果として得られた2008年12月
地形 ※計算結果と実測の汀線の差分値分を補正して評価

○ 上記に連動する

初期底質条件
1983年底質条件を初期条件とした再現計算結果として得られた2008
年12月底質条件

○ 上記に連動する

波浪条件

沖波は宮崎港防波堤沖観測波浪卓越5方位(出現率1%以上)のエネル
ギー平均波とする
①波向： NE, 波高：1.42m, 周期：5.6s, 波向： 61°, Smax：25
②波向：ENE, 波高：1.56m, 周期：7.4s, 波向： 39°, Smax：25
③波向： E, 波高：1.31m, 周期：7.9s, 波向： 22°, Smax：75
④波向：ESE, 波高：1.32m, 周期：7.6s 波向： -7°, Smax：75
⑤波向： SE, 波高：1.56m, 周期：8.0s, 波向：-31°, Smax：75

○
ネダノ瀬の実測データを用いてエネルギー平均波を算出する
検証計算には年ごとのエネルギー平均波を用いるなども検討す
る

境界条件
北側：流出入なし(川南漁港）， 南側：流出入なし(宮崎港)， 沖側：沖流
出なし

○
沖流出（あるいは陸流出）は、土砂収支の見直し結果を反映させ
る

河川からの土砂供給 小丸川：4.9万m3/年， 一ツ瀬川：0.5万m3/年 △ 河川サイドでの最新の検討結果を確認し、適宜反映させる

沿岸漂砂量の
岸沖分布

宇多･河野の関数 ○ 測量データを解析し、実態にあう漂砂量分布を検討する

地形の限界勾配 砂の安息角(陸側：1/２、海側：1/2、宇多ら1996を参考に設定) ○ 測量データを解析し、実態にあう地形の限界勾配を検討する

構造物

一ツ瀬川導流堤（左岸のみ）、川南漁港離岸堤、住吉海岸離岸堤、
宮崎港離岸堤、石崎浜緩傾斜護岸・傾斜護岸、住吉海岸緩傾斜護岸
「宮崎海岸の侵食対策」で計画されている突堤および埋設護岸(計算ケー
スに応じて設定)

○
既存施設および計画施設を適宜設定
一ツ葉防砂堤延伸も考慮

卓越海浜流 考慮する ○ 波浪条件、地形条件を見直して再計算する



- 41 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
１）現行モデルの基本条件の確認 ①南北境界（北側境界）

出典：特定漁港漁場整備事業基本計画書 川南地区 川南漁港第２種，宮崎県 に加筆

水深9m

水深8m

水深7m

水深6m

水深5m

水深4m

水深3m

水深2m

水深1m
汀線

水深7m

水深6m

水深5m水深4m

水深3m

・現行モデル（計画策定
時）では、北側境界を小
丸川より北側の川南漁
港としている。川南漁港
の先端水深はT.P.-8m
であり、移動限界水深で
あるT.P.-12mには到
達していないものの、ほ
とんどの漂砂を遮断し
ていると考えられる。

・空中写真による汀線形
状の変化（次ページ参
照）を見ると顕著な汀線
の前進・後退は見られず、
漂砂が南北方向に発達
していないことが伺える。
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１）現行モデルの基本条件の確認 ①南北境界（北側境界）

出典：国土地理院 地図・空中写真閲覧サービス

1947(S22)

1962(S37)

1995(H7)

2020(R2)

1976(S51）

1983(S58)

川南漁港
小丸川

1947(S22)汀線

2005(H17)

・川南漁港周
辺では、漁港
建設前後も含
め、約７０年
間、汀線形状
はほとんど変
化していない。



- 43 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
１）現行モデルの基本条件の確認 ①南北境界（南側境界）

・現行モデル（計画策定時）では、南側境界を宮崎港としている。宮崎港の防波堤の先端水深は
T.P.-15mよりも深く、移動限界水深であるT.P.-12mよりも深いことから、ほぼすべての漂砂を
遮断していると考えられる。

○2022(R4)年１２月測量による宮崎港周辺の海底地形

－12m

－12m
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１）現行モデルの基本条件の確認 ②岸沖境界（対象とする等深線)

現行モデル
測量時期：1982.9～2003.1(12時期)
範囲：石崎浜～県離岸堤

蓄積データによる確認
測量時期：2008.12～2022.12(37時期)
範囲：二ツ立～県離岸堤

・現行モデル（計画策定時）の策定以降に蓄積された測量データを用いて同様の検討を行った。用いた測量は
2008年12月～2022年12月の37時期、測線No.O19～No.-41(二ツ立～県離岸堤)である。

・この結果によると、既往検討と同様にT.P.-7m付近に最大±1.5m程度の変化が見られる。これは、宮崎海岸で
バー（沿岸砂州）の形成が見られる水深帯であることから、バーの消長の現れと推定される。T.P.-7m付近から
沖合に向かうにつれ、徐々に変化量は減少し、T.P.-11m～12m付近でほぼ一定値となる。このことから、現行
モデルで用いている顕著な地形変化量の沖側境界T.P.-12mは妥当であると考えられる。
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２）波浪条件 ①エネルギー平均波の算定 a)現行モデル

・現行モデル（計画策定時）では、2006年1月～2008年12月に観測された宮崎港防波堤沖波浪データを用い、
波向16方位のエネルギー平均波(波高、周期)を算出し、宮崎海岸を代表する波向として、全データの1％以上の
出現頻度が得られている波向(NE～SE)5方位を主要波向と設定している。

・また、宮崎港防波堤沖観測地点は防波堤の遮蔽域になっており、また水深も15mと浅水変形の生じる領域にあ
るため、観測波浪諸元を沖に戻して用いている。

0

5

10

15

20

25

30

35

NE ENE E ESE SE
入射方向(宮崎港観測点)

作
用

日
数

(
日

)

1月
2月
3月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月
12月

・現行モデル（計画策定時）では、季節による波
浪特性を考慮するため、モデルへの入射波は
月毎に設定している。各月の波の影響は、月
毎・波向毎の波浪エネルギーと等しくなる頻
度で各エネルギー平均波を作用させること
により表現している。

・ただし、作用頻度の算出にあたっては、測得
率の低い月のデータを除き、測得率90％以
上の月のデータを使用している。

○現行モデル（計画策定時）のエネルギー平均波

○現行モデル(計画策定時)のエネルギー平均波の作用日数

ネダノ瀬

宮崎港防波堤沖
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・ネダノ瀬の波向の最多頻度はEであり40～
50％程度を占める。第2位の出現頻度は、ESE
が11年/13年、ENEが2年/13年となっており、
年によって異なっている。

・エネルギー平均波高は、全方位では1.1～1.5m
程度であるが、ESEでは0.9～2m程度、NEで
は0.9～1.9m程度と、年による変動幅が大き
い。

・エネルギー平均波周期は、全方位では7.1～
7.7s程度であるが、SEでは6.2～8s程度、NE
では5.4～6.7s程度と、年による変動幅が大
きい。

・現行モデル（計画策定時）で用いている宮崎港
防波堤沖(2006～2008年)と比較すると、出
現頻度では第2位のENEとESEが逆転してい
ること、周期がネダノ瀬のほうがやや短いこと
が異なっている。

５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
２）波浪条件 ①エネルギー平均波の算定 ｂ)年変動
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２）波浪条件 ①エネルギー平均波の算定 ｃ)月変動

・ネダノ瀬のエネルギー平
均波の月変動を見ると、
台風期の9～10月の波高
が大きく、周期も長い傾向
がみられる。波向は、7～
8月以外は北からの波向
が(南向きの漂砂が発生)
卓越するが、7～8月は南
からの波向(北向きの漂砂
が発生)が卓越する。

・現行モデル（計画策定時）
で用いている宮崎港防波
堤沖(2006～2008年)
と比較すると、波高はネダ
ノ瀬のほうが月変動は大
きいこと、波向は宮崎港防
波堤沖のほうが北からの
波向成分が顕著であるこ
とが異なっている。

○エネルギー平均波の月変動 ○現行モデル（計画策定時）との比較



- 48 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
２）波浪条件 ①エネルギー平均波の算定 ｄ)算定結果

・前項迄のネダノ瀬のエネルギー平均波の算
定結果をみると、南北両方に沿岸漂砂を発
生させる波が入射していること、年変動・月
変動ともに大きいことが特徴として挙げられ
る。これを反映させるために、見直しモデル
に用いるエネルギー平均波を以下のように
設定する。

１）南北両方向の漂砂を発生させるために、
波向毎に条件を設定する

２）台風期である秋季に波高が高いことなど
を考慮するために、月毎に条件を設定する

３）再現計算は年毎・月毎に条件を設定する。
予測計算は平均値を繰り返し与える

海岸線

↑
海岸線の法線

（Nから時計回りに105°）

代表方位

○エネルギー平均波の算定結果

○代表方位と海岸線の位置関係

ネダノ瀬（2010.3～2023.2） 宮崎港防波堤沖（現行モデル：2006.1～2008.12）
回数 回数割合 波高 周期 波向 回数 回数割合 波高 周期 波向

(%) (m) (s) (°) (%) (m) (s) (°)
NE 789 0.7% 1.51 6.0 60 NE 371 1.4% 1.42 5.6 61 
ENE 16,988 15.3% 1.55 7.4 36 ENE 6,267 24.2% 1.56 7.4 39 
E 54,590 49.1% 1.33 7.4 16 E 14,204 54.8% 1.31 7.9 22 
ESE 27,117 24.4% 1.38 7.1 -6 ESE 4,397 17.0% 1.32 7.6 -7 
SE 9,546 8.6% 1.62 7.3 -29 SE 670 2.6% 1.56 8.0 -31 
SSE 1,995 1.8% 1.53 7.1 -57 SSE
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- 49 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
２）波浪条件 ①エネルギー平均波の算定 ｄ)算定結果

○エネルギー平均波の作用日数算定結果（年月集計） 単位：日

年 月 NE ENE E ESE SE SSE 全代表方位
15 3 1 9 5 1 16
15 4 2 17 5 1 1 26
15 5 1 7 8 1 17
15 6 2 5 3 2 1 13
15 7 6 10 28 12 56
15 8 15 8 8 4 35
15 9 1 30 4 3 38
15 10 28 12 40
15 11 1 25 2 28
15 12 11 6 17
16 1 1 5 3 1 10
16 2 3 4 2 9
16 3 3 15 4 2 24
16 4 2 14 2 2 1 21
16 5 2 6 1 2 1 12
16 6 3 5 2 2 12
16 7 4 2 2 2 10
16 8 1 18 8 1 28
16 9 1 6 7 6 2 22
16 10 3 27 4 3 37
16 11 6 19 1 26
16 12 3 5 4 12
17 1 1 6 3 1 11
17 2 1 2 3 1 1 1 9
17 3 10 4 14
17 4 7 5 3 1 16
17 5 1 6 4 1 12
17 6 5 3 2 10
17 7 1 7 1 9
17 8 2 9 18 8 37
17 9 21 10 2 1 34
17 10 2 62 22 1 87
17 11 1 3 7 1 12
17 12 6 1 7
18 1 3 4 1 1 9
18 2 2 6 1 1 1 11
18 3 4 12 9 2 1 28
18 4 1 7 5 2 1 16
18 5 1 8 13 3 1 26
18 6 7 9 4 1 1 22
18 7 3 6 10 11 30
18 8 6 32 25 1 64
18 9 1 17 34 1 53
18 10 8 12 10 30
18 11 11 4 15
18 12 3 10 1 14
19 1 2 5 1 8
19 2 4 8 3 1 16
19 3 1 11 5 1 18
19 4 1 1 8 4 2 16
19 5 2 43 1 46
19 6 5 10 1 2 18
19 7 3 4 2 4 13
19 8 9 39 17 4 69
19 9 4 26 8 5 43
19 10 10 33 8 51
19 11 2 24 1 27
19 12 3 13 2 18
20 1 31 6 37
20 2 1 3 3 1 1 9

年 月 NE ENE E ESE SE SSE 全代表方位
20 3 2 7 6 2 17
20 4 1 4 4 1 10
20 5 2 10 2 14
20 6 6 4 1 11
20 7 1 3 2 2 8
20 8 2 2 2 2 8
20 9 1 11 6 41 19 1 79
20 10 2 36 20 58
20 11 6 10 2 18
20 12 1 1 7 1 10
21 1 12 4 1 17
21 2 1 12 14 27
21 3 1 13 11 2 1 28
21 4 2 31 8 1 42
21 5 4 3 3 2 1 13
21 6 18 4 22
21 7 1 6 13 4 24
21 8 6 5 3 1 15
21 9 3 14 12 29
21 10 6 32 5 1 44
21 11 13 3 16
21 12 10 2 12
22 1 3 6 4 13
22 2 1 4 7 12
22 3 2 5 6 4 17
22 4 2 16 8 1 27
22 5 1 14 4 1 1 21
22 6 3 7 4 1 15
22 7 4 9 3 1 17
22 8 1 4 4 2 11
22 9 1 5 48 36 4 4 98
22 10 1 10 14 25
22 11 7 20 2 29
22 12 1 7 2 10
23 1 1 3 3 1 8
23 2 3 11 5 1 20

年 月 NE ENE E ESE SE SSE 全代表方位
10 3 2 13 3 2 20
10 4 2 19 12 1 34
10 5 2 7 6 1 16
10 6 2 13 9 2 26
10 7 2 4 2 1 9
10 8 4 6 7 1 18
10 9 3 14 1 5 2 25
10 10 13 39 2 54
10 11 3 9 3 15
10 12 1 5 2 8
11 1 2 4 1 7
11 2 2 23 1 26
11 3 1 6 1 1 9
11 4 3 8 5 1 17
11 5 2 15 5 4 26
11 6 4 3 7 1 15
11 7 5 27 25 2 59
11 8 10 21 7 38
11 9 5 32 18 6 61
11 10 12 16 2 30
11 11 1 17 4 3 25
11 12 4 11 15
12 1 1 20 1 22
12 2 3 10 4 1 18
12 3 12 5 2 2 21
12 4 7 14 4 3 28
12 5 1 21 12 3 1 38
12 6 22 11 4 3 40
12 7 7 6 13
12 8 31 13 19 1 64
12 9 1 19 5 9 34
12 10 4 28 8 2 42
12 11 7 3 1 1 12
12 12 2 9 2 1 14
13 1 6 5 11
13 2 3 7 3 2 15
13 3 4 8 4 2 18
13 4 3 8 6 17
13 5 1 6 10 1 18
13 6 1 19 7 1 1 29
13 7 3 4 4 1 12
13 8 1 2 2 1 6
13 9 1 38 17 1 57
13 10 1 60 39 2 102
13 11 5 2 1 1 9
13 12 1 6 1 8
14 1 1 6 2 9
14 2 8 27 1 2 38
14 3 1 7 5 3 1 17
14 4 1 12 3 16
14 5 1 3 5 1 1 11
14 6 6 7 2 1 16
14 7 1 5 9 4 19
14 8 5 12 13 15 45
14 9 6 19 2 1 28
14 10 8 52 41 1 102
14 11 1 17 3 1 22
14 12 1 2 3 1 7
15 1 5 2 2 9
15 2 9 2 11

○エネルギー平均波の作用日数算定結果
（13年間の月集計）

沖波 単位：日
波高(m) 1.51 1.55 1.33 1.38 1.62 1.53
周期(s) 6.0 7.4 7.4 7.1 7.3 7.1

29 614 1,944 890 323 70

NE ENE E ESE SE SSE
1 5 91 55 15 4 1
2 4 46 131 26 12 2
3 7 57 116 44 20 3
4 2 30 156 75 17 6
5 1 28 154 64 17 6
6 29 130 57 25 8
7 13 78 94 71 23
8 24 183 142 79 10
9 3 62 279 187 61 9
10 5 173 383 132 9
11 1 41 177 27 6 2
12 1 20 102 27 2

月



- 50 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
３）潮位条件

○平均潮位の経年変化

宮崎

油津

細島

度 分 秒 度 分 秒
細島 32 26 0 131 40 0
油津 31 35 0 131 25 0
宮崎 31 54 10 131 27 23

緯度 経度
観測所

・宮崎海岸の周辺観測所として、最も近接する宮崎(宮崎港湾・空港整備事務所)
および比較的近傍に存在する細島(国土地理院)、油津(気象庁)を抽出し、現在
までの平均潮位の変化傾向を整理した。使用したデータは海面昇降検知セン
ターが整理・提供するデータを用いた。また、平均潮位については、年によりばら
つきがあることから、5年移動平均で変化傾向を整理した。

・計画策定時(2011(H23)年)以降ではほとんど変化していないため、現行モデ
ル（計画策定時）で用いている平均潮位T.P.±０ｍを踏襲する。

・なお、長期的にみると平均潮位はT.P.±０ｍ～0.25ｍの範囲であり、ばらつき
がある。また、近年では緩やかに上昇している傾向もみられる。今後、気候変動
について検討する際には再検討する。



- 51 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
４）沿岸漂砂量係数の岸沖分布 ①算定方法

○現行モデル（計画策定時）の沿岸漂砂量の岸沖分布の設定

・現行モデル（計画策定時）では、水深毎の漂砂量の割合は検討当時、十分な現地調査データがな
かったため、下記に示す宇多・河野(1996)の関数に従うとして設定している。

・本検討では、測量データが蓄積されたため、宇多・河野(1996)の関数を用いず、測量データによ
る地形変化の水深毎の変化量をもとに、沿岸漂砂量係数の岸沖分布について検討を行う。

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20

漂砂量分布

標
高
(
m
)



- 52 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
４）沿岸漂砂量係数の岸沖分布 ②算定結果

○平均海浜断面の水深変化の標準偏差 ○バー・トラフ等の補正結果 ○現行モデル（計画策定時）の
設定値との比較

・岸沖方向の沿岸漂砂の特性を把握するために、平均海浜断面の水深変化の標準偏差を整理した。
バー・トラフの移動は沿岸漂砂ではなく岸沖漂砂により生じると考え、T.P.-3m～-9mは、T.P.-2m
～-10mの値により線形補完した。また、移動限界水深(T.P.+4m,-12m)はゼロとした。

・上記の方法により算定した結果を、宇多・河野の関数を用いている現行モデル（計画策定時）と比較
すると、概ねの形状は一致しているが、陸上部および水深8m以深の漂砂量の割合が多くなっている。

・なお、等深線変化モデルによる再現試行計算により、必要に応じて設定値は見直す可能性がある。

↖
ゼロ化

↖ゼロ化

-2m～-10m
で線形化

堤長50mの

先端水深の目安

堤長50mの

先端水深の目安



- 53 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
５）地形変化の限界勾配 ①算定方法

・現行モデル（計画策定時）では、地形変化の限界勾
配を宇多・河野(1996)で提示されている砂の安
息角(陸側：1/1.7、海側：1/2.0)を参考にして、陸
側・海側ともに1/2で設定している。

・本検討では、測量毎・測線毎にT.P.+5m～T.P.-
12mを1m毎に岸沖距離を算定し、水深方向に1m
陸側の岸沖距離との差分を算定し、その水深の勾
配を算定した。該当水深算定に当たり、バーム地形
や、バー・トラフ地形により、１測線に同一水深が複
数回出現する場合がある。本検討では陸上部
(T.P.±0m以上)は沖から陸に向かって最初に出
現した水深とし、海中部(T.P.－1m以深)は陸から
沖に向かって最初に出現した水深とした。

沖よりデータを採用

○バーがある場合の岸沖距離の算定例（No.-63）

○岸沖距離の算定例（2022(R4)年12月）

No.-63

沖よりデータ

沖よりデータ

採用
（T.P.-1m

～-12m）

No.-63

岸よりデータ

岸よりデータ

採用
（T.P.+4m

～0m）

岸より
データを
採用
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５）地形変化の限界勾配 ②算定結果

・本検討で求める地形勾配は、地形として形成でき
ない限界の急勾配である。この設定には、現地で
出現した最も急勾配を用いることが考えられるが、
最も急勾配は、特異な状態であることも懸念され
る。

・本検討では特異な状態を排除した急勾配として、
出現頻度10％値を限界勾配として設定すること
とした。

・なお、等深線変化モデルによる再現試行計算によ
り、必要に応じて設定値は見直す可能性がある。

単位：％
標高 T.P.+4m T.P.+3m T.P.+2m T.P.+1m T.P.0m T.P.-1m T.P.-2m T.P.-3m T.P.-4m T.P.-5m T.P.-6m T.P.-7m T.P.-8m T.P.-9m T.P.-10m T.P.-11m T.P.-12m

データ数 1,764 1,802 1,880 1,927 1,931 1,933 1,933 1,933 1,933 1,932 1,931 1,930 1,930 1,930 1,930 1,841 801
1/x平均 4.3 5.8 8.9 9.4 10.7 23.3 40.9 52.1 43.1 40.2 47.9 91.9 124.6 157.7 133.2 162.9 211.6
1/x最小 0.1 0.2 0.5 0.5 0.6 0.1 2.4 4.7 6.1 3.2 4.6 7.3 7.4 3.6 35.1 82.2 81.2

1/x標準偏差 6.8 12.0 14.8 8.8 8.0 32.4 29.3 35.6 39.1 42.4 55.0 103.2 128.2 145.8 95.8 20.8 27.9
1/x 10% 1.5 1.6 2.4 3.0 3.8 8.0 14.0 20.0 16.0 18.0 18.0 20.0 26.0 40.0 75.0 140.0 190.0

○各水深の
海底勾配の
出現頻度

○海底勾配から再生した断面地形

○海底勾配の算定結果一覧
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0.0

0.5

1.0

1.5

0.0 0.5 1.0 1.5

ta
n
β

（
計

算
）

tanβ（実測）

a=0.06 b=0.82

0.0

0.1

0.2

0.3

0.0 0.1 0.2 0.3

ta
n
β

（
計

算
）

tanβ（実測）

a=0.06 b=0.82

全体 拡大

※誤差最小になるように
a,bを設定しているが
再現性は低い

y = 0.159 x
1.249

R
2
 = 0.320

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

粒径(mm)

勾
配

No.-34 No.-40 No.-44 No.-50

No.-56 No.-61 No.-66 No.-70

No.-74 No.O3 No.O10 No.O18

○中央粒径を用いた便宜的方法の検討結果（現行モデル(計画策定時)および案１）

現行モデル データ蓄積による検討（案１）

○粒度組成を考慮した検討結果（案２）

・現行モデル（計画策定
時）では代表8粒径を設
定し、それぞれの代表粒
径に対する平衡勾配を平
成20年度の測量および
底質調査結果から求めた
海底勾配と中央粒径の
関係式より平衡勾配を設
定している。

・蓄積したデータを用いて
同様の検討を行った結果
が案１である。なお野志
ら（２００５）の検討方法
は粒度組成を考慮する方
法であり、この方法によ
り検討した結果が案２で
ある（係数a=0.06、係
数ｂ＝0.82）。

tanβ：海底勾配
d：粒径
a,b：係数
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６）代表粒径ごとの平衡勾配 ②算定結果

○平衡勾配の算定結果一覧

・平衡勾配の算定結果をは下記の表・図のとおりである。これらの算定結果を用いて等深線変化モ
デルによる再現試行計算を行い、再現性の高い設定値を採用する。

係数a

係数b

極細粒砂 1/128 (0.4°) 1/94 (0.6°) 1/117 (0.5°) 1/69 (0.8°)

細粒砂 1/54 (1.1°) 1/50 (1.1°) 1/67 (0.9°) 1/35 (1.6°)

中粒砂 1/23 (2.5°) 1/27 (2.1°) 1/39 (1.5°) 1/18 (3.2°)

粗粒砂 1/10 (5.9°) 1/14 (4.0°) 1/22 (2.6°) 1/9 (6.5°)

細礫 1/3 (20.7°) 1/6 (10.2°) 1/10 (6.0°) 1/3 (17.7°)

中礫 1/2 (26.6°) 1/2 (26.6°) 1/3 (18.4°) 1/3 (18.4°)

中礫 1/2 (26.6°) 1/2 (26.6°) 1/3 (18.4°) 1/3 (18.4°)

中礫 1/1 (45.0°) 1/2 (26.6°) 1/3 (18.4°) 1/3 (18.4°)

(岩礁) 1/1 (45.0°) 1/1 (45.0°) 1/1 (45.0°) 1/1 (45.0°)

※局所勾配算定式の適用範囲と底質特性の新しい評価指標，野志ら，2005

2.00

8.00

25.30

54.77

（5×10
10
）

代表粒径

d(mm)

0.09

0.18

0.35

0.71

0.82

論文提示値※

0.16

1

案３

粒度組成を考慮

平衡勾配tanβ

案２

データ蓄積による

見直し

0.06

分類 現行モデル

(計画策定時)

0.159

1.249

データ蓄積による

見直し

0.0958

0.9128

案１

d50で便宜的に算定
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７）検討結果まとめ（１）

項 目 現行モデル（計画策定時）の設定値等
モデル改良方針（案） 改良検討結果（案）

種別 内容 種別 設定値（案）

計算範囲
沿岸方向29,400m
(北：川南漁港～南：宮崎港)

△
境界としての妥当性を空
撮・測量等により確認す
る

×
沿岸方向29,400m
(北：川南漁港～南：宮崎港)

対象等深線
T.P.-12.0m～T.P.+4.0mの
1.0m毎の等深線

△
移動限界水深を測量等に
より確認する

×
T.P.-12.0m～T.P.+4.0mの
1.0m毎の等深線

メッシュサイズ 25m ×
対策施設規模等を勘案し、
dx=25mに不具合はな
いと判断

× 25m

計算期間
検証計算 １９８３年12月～2004年12月
予測計算 2008年12月～2078年12月

○
検証期間は対策実施後も
含める

○ （再現試行計算により今後検討）

初期地形条件
1983年を初期地形とした再現計算結果とし
て得られた2008年12月地形 ※計算結果
と実測の汀線の差分値分を補正して評価

○ 上記に連動する ○ （再現試行計算により今後検討）

初期底質条件
1983年底質条件を初期条件とした再現計算
結果として得られた2008年12月底質条件

○ 上記に連動する ○ （再現試行計算により今後検討）

波浪条件

沖波は宮崎港防波堤沖観測波浪卓越5方位
(出現率1%以上)のエネルギー平均波とする
①波向： NE, 波高：1.42m, 周期：5.6s,

波向： 61°, Smax：25
②波向：ENE, 波高：1.56m, 周期：7.4s,

波向： 39°, Smax：25
③波向： E, 波高：1.31m, 周期：7.9s,

波向： 22°, Smax：75
④波向：ESE, 波高：1.32m, 周期：7.6s

波向： -7°, Smax：75
⑤波向： SE, 波高：1.56m, 周期：8.0s,

波向：-31°, Smax：75

○

ネダノ瀬の実測データを
用いてエネルギー平均波
を算出する
検証計算には年ごとのエ
ネルギー平均波を用いる
なども検討する

○

沖波はネダノ瀬観測波浪卓越６方位※(出現率1%程度以上)
のエネルギー平均波とする
①波向： NE, 波高：1.51m, 周期：6.0s, 波向： 60°, Smax：25
②波向：ENE, 波高：1.55m, 周期：7.4s, 波向： 36°, Smax：25
③波向： E, 波高：1.33m, 周期：7.4s, 波向： 16°, Smax：75
④波向：ESE, 波高：1.38m, 周期：7.1s 波向： -6°, Smax：75
⑤波向： SE, 波高：1.62m, 周期：7.3s, 波向：-29°, Smax：75
⑥波向： ＳSE, 波高：1.53m, 周期：7.1s, 波向：-57°, Smax：75

潮位条件 水面はT.P.±0m △
実測潮位を整理し妥当性
を確認する

× T.P.±０m

境界条件
北側：流出入なし(川南漁港），
南側：流出入なし(宮崎港)，
沖側：沖流出なし

○
沖流出（あるいは陸流出）
は、土砂収支の見直し結
果を反映させる

○
北側：流出入なし(川南漁港），
南側：流出入なし(宮崎港)，
沖側：17.7万m3/年流出

河川供給土砂
小丸川：4.9万m3/年，
一ツ瀬川：0.5万m3/年

△
河川管理者の最新の検
討結果を確認し、適宜反
映させる

○
小丸川：2.4万m3/年，
一ツ瀬川：0.5万m3/年

種別 ○：効果検証結果等を踏まえて見直す 青字：現行モデルから変更
△：効果検証結果等を用いて現在の設定値の妥当性を確認する
×：現在の設定値を踏襲する



項 目 現行モデル（計画策定時）の設定値等
モデル改良方針（案） 改良検討結果（案）

種別 内容 種別 設定値（案）

沿岸漂砂量の
岸沖分布

宇多･河野の
関数

○
測量データを解析し、実
態にあう漂砂量分布を検
討する

○

地形の
限界勾配

砂の安息角(陸側：1/２、海側：1/２) ○
測量データを解析し、実
態にあう地形の限界勾配
を検討する

○

代表粒径
ごとの
平衡勾配

測量データおよび
底質調査結果を
解析し、粒径ごとの
平衡勾配を設定

○

測量データおよび底質調
査結果を追加して解析し、
実態にあう粒径ごとの平
衡勾配を設定する

○

構造物

一ツ瀬川導流堤（左岸のみ）、川南漁港離岸堤、
住吉海岸離岸堤、宮崎港離岸堤、石崎浜緩傾斜
護岸・傾斜護岸、住吉海岸緩傾斜護岸、「宮崎海
岸の侵食対策」で計画されている突堤および埋
設護岸(計算ケースに応じて設定)

○
既存施設および計画施設
を適宜設定。一ツ葉防砂
堤延伸も考慮

○ （再現試行計算により今後検討）

卓越海浜流 考慮する ○
波浪条件、地形条件を見
直して再計算する

○
（再現試行計算により今後検討）

（R6年度に再検討予定）

- 58 -５．モデル見直し検討 （４）新たな地形変化予測モデルの構築
７）検討結果まとめ（２）

分類
代表粒径
d(mm)

平衡勾配
tanβ

極細粒砂 0.09 1/128

細粒砂 0.18 1/54

中粒砂 0.35 1/23

粗粒砂 0.71 1/10

細礫 2.00 1/3

中礫 8.00 1/2

中礫 25.30 1/2

中礫 54.77 1/2

(岩礁) （5×1010） （1/1）

分類
代表粒径
d(mm)

平衡勾配
tanβ

極細粒砂 0.09 1/９４

細粒砂 0.18 1/50

中粒砂 0.35 1/27

粗粒砂 0.71 1/14

細礫 2.00 1/6

中礫 8.00 1/2

中礫 25.30 1/2

中礫 54.77 1/2

(岩礁) （5×1010） （1/1）

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

0% 5% 10% 15%

標
高

(T
.P

.,
ｍ
）

漂砂量分布の割合

現行モデル

標高
(T.P.,m)

4 3 2 1 0

1/x 1.5 1.6 2.4 3.0 3.8

標高
(T.P.,m)

-1 -2 -3 -4 -5

1/x 8 14 20 16 18

標高
(T.P.,m)

-6 -7 -8 -9 -10 -11 -12

1/x 18 20 26 40 75 140 190

・データ蓄積に基づく本検
討結果の設定値（案）を
等深線変化モデルの条
件として試行計算を行
い、地形変化の再現性
を確認する。

・再現性に改善の余地が
ある場合は設定値を見
直し、try&errorで検討
する。

・現行モデルで用いていた便宜的な
設定方法のデータ更新版を用い
て検討するとともに、野志らの方
法および論文提案値を用いて感
度分析し、再現性の高い設定方法
を採用する。

種別 ○：効果検証結果等を踏まえて見直す 青字：現行モデルから変更
△：効果検証結果等を用いて現在の設定値の妥当性を確認する
×：現在の設定値を踏襲する
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